                                  
[bookmark: _Hlk95125660]すさみ町新庁舎町民ホール売店等管理運営業務委託
事業者選定に係る公募型プロポーザル実施要項

１　募集内容 
（１）事業の目的
新庁舎の開庁に伴い、町民ホール内に売店・カフェスペース（以下「売店等」という。）を整備します。
本スペースは、単に物品販売や飲食サービスを提供する施設にとどまらず、行政手続きやご相談で来庁される町民の皆様、並びに庁舎で勤務する職員の利便性を高める快適な待合・憩いの場となることを目指しています。また、オープンで利便性の高い交流空間としての特色を生かし、町民同士や訪問者とのコミュニケーションを促進する賑わい創出拠点とするとともに、災害時には温かい食事が提供できる一時退避所として活用することを目的としています。
ア　来庁者および職員の利便性・サービス向上
[bookmark: _GoBack]　　手続の待ち時間などに利用できる快適なカフェ空間を提供するとともに、日用品等の販売（売店機能）を通じて来庁者及び庁舎職員の日常的な利便性を確保します。
イ　地域コミュニティと賑わいの形成
　  町民ホールと連動し、地域のサードプレイス（居心地の良い第３の居場所）としての役割を果たします。休日や開庁時間外においても、地域の憩いの場として活用される空間運営を目指します。
ウ　防災拠点としての機能補完・協力
　 新庁舎は災害時の一時退避所および災害対策本部となるため、有事や緊急時には避難者や防災関係者等への食料・飲料等の提供支援など、災害対応への柔軟なご協力を頂くことを想定しています。
（２）事業名
　　　すさみ町新庁舎売店等管理運営業務委託事業
（３）事業概要
　　　本事業は、本町が新庁舎建設に伴い設置する売店等スペースを管理運営事業者（以下「事業者」という。）に貸し付けるものです。
（４）施設概要
ア　所 在 地　　　和歌山県西牟婁郡すさみ町周参見２８１８番地の１
イ　用　  途　　　売店・カフェ等の店舗
ウ　貸付面積　　　45.5㎡（別紙平面図参照）
エ　駐 車 場　　　あり（来客用・職員用）
オ　設  　備　　　カウンター、シンク２、テーブル型冷蔵冷凍庫、業務用電磁調理器２、ストック用冷蔵冷凍庫、ソフトクリームサーバー、商品陳列棚、作業台、換気設備、電源等
カ　参　  考　　　職員数：１０２名、来庁者数：約７０人/日

２　貸付に関する条件
　（１）貸付方法
　　　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第238条の4第2項第4号の規定に基づく行政財産の貸付けとする。
　（２）貸付期間
　　　ア　貸付期間は、売店等の貸付期間は契約書の締結日から令和14年3月31日までとする。なお、この貸付期間には、売店等の閉店に伴う原状回復に要する期間を含む。
　　　イ　売店等の営業開始日は、令和9年4月1日以降で、町と事業者との協議により定めた日とする。
　　　ウ　貸付期間の延長は妨げないものとし、貸付期間終了の６カ月前までに書面で意思確認を行い双方で合意のうえ、更新するものとする。
　（３）貸付料
　　　ア　貸付料は、事業者が提案書に記載した提案額に消費税及び地方消費税の額を加えた金額とする。提案額は千円単位で提案すること。
　　　イ　貸付料は月ごとに納付することとする。
　　　ウ　１カ月未満の使用料については、日割り計算で請求するものとする。
（４）経費の負担
　　　光熱水費は本町の負担とするが、それ以外の売店等の設置に要する経費（運営事業者が、店舗スペースを改装する場合の経費を含む。）のほか通信費、衛生管理費、修繕費、ごみ処理費、看板類の設置費など、売店等の運営に係る経費は、事業者の負担とする。
（５）禁止事項
　　　ア　事業者は、貸付物件を売店等の店舗以外の用途に使用することはできない。
　　　イ　事業者は、借主の権利の全部又は一部を第三者に譲渡すること、転貸、あるいは名義貸し等をすることはできないものとする。
（６）貸付けの取消
　　　　　 本町は、次のいずれかに該当するときは、貸付の全部若しくは一部を取消できるものとする。この場合において、事業者に損害又は損失が生じても、本町は、その賠償又は補償の責を負わないものとする。
　　　ア　事業者が貸付条項に違反したとき。
　　　イ　事業者が応募資格の詐称その他不正な手段により契約を締結したとき。
　　　ウ　貸付料の支払いの有無にかかわらず、休業状態が１カ月継続しているとき。

（７）原状回復
　　　ア　貸付期間が満了したとき又は貸付契約が解除されたときは、事業者は、自己の負担により貸付物件を現状に回復し、本町が指定する期日までに返還しなければならないものとする。ただし、本町が特に承認した場合は、この限りではない。
　　　イ　事業者は、期日までに原状回復の義務を履行しないときは、本町が原状回復のための処置を行い、その費用の支払いを事業者に請求することができるものとする。この場合において、事業者は、何ら異議申し立てをすることはできないものとする。
（８）損害賠償
ア　事業者は、貸付物件の使用にあたり、本町又は第三者に損害を与えたときは、全て事業者の責任でその損害を賠償するものとする。
　　　イ　事業者は、その責に帰すべき理由により、貸付物件の全部又は一部を滅失又は棄損したときは、当該滅失又は棄損による貸付物件の損害に相当する額を本町に支払うものとする。ただし、事業者が自己の負担により貸付物件を現状に回復した場合は、この限りではない。
（９）有益費等の請求権の放棄
　　　　　　事業者は、店舗営業のため貸付物件の改装や改修に投じた有益費等を本町に請求できないものとする。
　（10）その他
　　　　貸付物件の使用にあたっては、関係法令を遵守すること。

３　営業条件・形態等
　（１）営業日
　　　　営業日は、庁舎の開庁日を基本とします。次に掲げる日については、事業者からの提案とする。
　　　　※提案を受ける営業日　①土曜日及び日曜日
　　　　　　　　　　　　　　　②国民の祝日に関する法律に規定する休日
　　　　　　　　　　　　　　　③年末年始（12月29日から翌年1月3日まで）
　（２）営業時間
　　　　営業時間は午前8時30分から午後5時15分までの開庁時間を基本とし、営業日と併せて営業時間の提案をしてください。なお、営業開始後、状況によって営業日や営業時間の変更を行う場合は、本町との協議が必要となります。

４　運営業務について 
（１）販売品目
　　　売店等で扱う商品及びその価格は、次の要件を満たす限り、基本的には事業者が定めるものとする。ただし、本町から特産品等の販売依頼があった場合は、店舗運営に支障がない範囲で協力すること。
　　　ア　販売必須品目
　　　　・弁当、パン、菓子類等
　　　　・日用品
　　　イ　販売禁止品目
　　　　・和歌山県青少年健全育成条例（昭和53年和歌山県条例第36号）の規定に抵触する図書類
（２）営業許可等の申請
　　　　　各種申請、届出その他店舗の営業に必要な一切の手続は、全て事業者が行うものとする。
　　 （３）商品の仕入れ及び管理
　　　　　仕入商品については、安全性等信頼できる業者から仕入れることとし、販売商品の瑕疵については、事業者が責任を負うものとする。また、商品の安全管理には十分配慮するとともに、取扱商品については、適温管理を行い、鮮度、品質の保持に努め、消費期限等を遵守すること。
　　（４）施設の管理
　　　　 売店等の設備（グリストラップ含む。）及び備品の維持管理を適切に行うとともに、防犯・防火管理体制の構築及び非常時・災害時における行政との連携協力を行うこと。また、次に掲げる事項を遵守すること。
　　　　 ・町民ホール・店舗内の清掃を行い、衛生管理に十分注意すること。
　　　　 ・敷地内禁煙のため、灰皿は設置しないこと。
　　　　 ・店舗内の調理で発生する臭気が来庁者や施設利用者に影響を与えないよう、調理器具の取扱いに注意すること。
　　　　 ・貼り紙、看板、備品等の設置は本町の承認を得ること。
　　　　 ・その他、本町が庁舎管理上必要な事項を通知したときは、その事項を遵守すること。
　　（５）災害発生時の対応
　　　　  事業者は、本町から要請があったときは、食料提供等に協力するものとし、迅速な対応ができる体制を整えておくものとする。
　　（６）疑義の取扱い
　　　　本要項に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、本町と事業者が協議を行い決定することとする。

５　応募資格
　　次の要件及び条件をすべて満たす事業者とします。
（１）本事業の趣旨・目的を理解し、安全かつ衛生的な店舗運営を安定して継続できる法人その他の団体、または個人事業者。
　（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。
（３）所得税、住民税及び法人税を滞納していないこと。
（４）会社更生法、民事再生法等に基づく再生又は再生手続きを行っていないこと。
（５）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条に規定するもの）が役員就任や経営関与等を行っている法人等でないこと。
（６）食品衛生法（昭和22年法律第233号）に基づく飲食店営業許可などの必要な許可を有しており、かつ、新庁舎において必要な営業許可が受けられる見込みがあること。

６　スケジュール
	令和８年
	１０月１日（木）～
	募集要項の配布期間

	
	１０月２６日（月）
	質問書の提出期限

	
	１０月３０日（金）
	申請書の提出期限

	
	１１月１０日（火）
	プレゼンテーション審査

	
	１１月３０日（金）
	審査結果発表

	令和９年
	３月下旬
	契約締結

	
	４月以降
	店舗オープン



[bookmark: _Hlk97208525]７　質問書の提出
[bookmark: _Hlk95299773]　（１）提出期限
令和８年１０月３０日（金）午後５時１５分まで
　（２）提出方法
　　　　持参、電子メールまたはＦＡＸにより提出してください。
　　　　※電子メールまたはＦＡＸで提出する場合は、受理していることを電話で事
務局に確認してください。
　（３）提出書類
　　　　質問書（様式１）
　（４）提出場所
　　　　事務局（本要項15を参照してください。以下同じ。）
　（５）回答
　　　　質問に対する回答は適宜、すさみ町のウェブページに掲載します。

８　申請書の提出
　（１）提出期間
令和８年１０月１９日（月）から令和８年１０月３０日（金）までの土日・祝日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで。
（２）提出方法
　　　  持参または郵送とします。
　　  　郵送の場合は、書留郵便によるものとし、提出期限必着とします。
　（３）提出書類
　　・申請書（様式２－１）
・事業計画書（様式２－２）
・収支計画書（様式２－３）
・法人にあっては、当該法人の登記簿謄本
・法人等の経営状況を説明する書類
・その他町長が必要と認める書類
　（４）提出部数
正本１部
副本６部
（５）提出場所
　　　  事務局

９　申請に要する経費 
申請に要する経費等は、すべて申請者の負担とします。
 
10　申請の無効又は失格 
次の事項に該当する場合は、申請を無効又は失格とすることがあります。 
（１）申請書の提出方法、提出先、提出期限等が守られなかったとき。
（２）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。
（３）申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。
（４）虚偽の内容が記載されているもの。
　（５）その他、選定委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められるもの。

11　選定基準
　  事業者を選定する際は、施設の特性等を考慮し、次に掲げる基準により総合的に判断するものとします。
（１）施設の設置目的が達成できること
（２）利用者の平等性の確保及びサービスの向上が図られること
（３）事業計画の内容が施設の効用を最大限に発揮させるものであるとともに、その管理に係る経費の削減が図られること
（４）事業計画に沿った管理運営を安定して行うために必要な物的、人的能力を有すること
（５）町民の声が反映され、町民が集いやすい管理運営が行われること
（６）施設の安全管理に十分な配慮が施されていること
（７）イベント等による地域活性化の取組が計画されていること
（８）その他施設の特性に応じ必要と認められる事項

[bookmark: _Hlk95122533]12　選定の方法及び選定結果 
　　すさみ町新庁舎町民ホール売店等管理運営事業者選定委員会において書類審査及びプレゼンテーションを行い、候補者を選定します。プレゼンテーションの日時については、後日応募者に連絡します。
また、審査の結果については、文書で通知します。 

13　その他 
（１）提出書類はお返しできません。 
　（２）提出された書類は必要に応じ複写します。（使用は庁内及び選定委員会での検討に限ります。） 
（３）提出された書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 
　（４）申請に当たっては、この応募要項に記載されているもののほか、「すさみ町新庁舎町民ホール売店等管理運営業務仕様書」を参照してください。

14　添付資料・様式 
　（１）質問書（様式１）
（２）参加申込書（様式２－１）
（３）事業計画書（様式２－２） 
（４）収支計画書（様式２－３） 
（５）すさみ町新庁舎売店等管理運営業務仕様書
（６）新庁舎平面図

15　事務局
すさみ町役場　総務課
〒649-2621　和歌山県西牟婁郡すさみ町周参見4120-1
電　話 　0739－55－4802（直通） 
ＦＡＸ 　0739－55－4810
　メール　 dejima_h01@town.susami.lg.jp
　担　当　 吉見、出嶋
